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事業事前評価表 

 

国際協力機構 経済基盤開発部 

平和構築・都市・地域開発第二課 

１．案件名                                                 

国 名： コートジボワール共和国 

案件名： （和）大アビジャン圏社会的統合促進のためのコミュニティ緊急支援プロジェクト 

（英）Project on the reinforcement of communities for promoting social cohesion 

in Greater Abidjan 

（仏）Projet de renforcement des communes pour la promotion de la cohésion 

sociale du Grand Abidjan 

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における都市開発セクターの現状と課題・紛争分析 

コートジボワール共和国（以下、コートジボワール）では、10 年に亘りクーデター等を起

因とする経済社会的混乱によって都市人口が増大し、大アビジャン圏（750k ㎡）の人口は、

2013 年現在、最大で 590 万人と推計される。さらに 2010 年の大統領選挙後の騒乱に際

して、大アビジャン圏では 300 万人の難民や国内帰還民が発生しており、ヨプゴン・コミュ

ーン（およそ 200 万人）、アボボ・コミューン（およそ 180 万人）には、都市貧困地区が形成

されている。これらの地区では学校施設、保健施設、道路、排水路といった基礎的な社会

インフラ施設の不足に加え、若年層、元兵士、帰還民を吸収しきれない労働市場の制約

によって高い失業人口を抱えており、社会の不安定要因となっている。また、2 つのコミュ

ーンでは依然として、旧体制派と現体制派の間に緊張関係が存在しており、民族ごとの

居住区が形成されている地区もでき始めているため、今後の国の政治的動向によっては

再び騒乱に陥る可能性があり、社会的統合の促進は急務である。 

このため、コートジボワール政府は、「社会的調和促進プログラム（2012 年-2015 年）」

を策定し、紛争影響コミュニティが抱える社会インフラ施設のリハビリ、それを通じた雇用

状況の改善が、社会的調和を促進するために緊急的に取り組む必要があるとしている。

特に、アボボ・コミューン、ヨプゴン・コミューンでは、難民や国内帰還民の多くが定住を求

めて流入しており、都市化が進むとともに社会インフラ施設の不足が課題となっている。 

社会インフラ施設としては土木（道路及び排水）、建築（保健及び学校）に対するニーズ

が高く、併せて雇用状況改善に関しては、若年層が喫緊で活用できる現金収入を得つつ、

将来の雇用の機会を得ることが紛争影響コミュニティの安定に不可欠である。これに対し、

市によってレベルの差はあるものの、伝統的首長を中心として自主的に生活改善に取り

組む姿勢が見られ、市役所はこれらの自主活動を支援している状況である。住民は 50 名

の住民代表からなる公聴会を通じて、開発計画への参画を図っており、市役所は、住民

に対して首長及び仲介人を介して住民との関係構築を図っている。 

この状況を踏まえ、本プロジェクトでは、市役所が本来実施すべき業務を確実に実施

することによって、住民からの信頼を得ることが重要であり、市役所職員のプロジェクト実

施監理能力の強化を行うとともに、直接的（雇用機会の提供）及び間接的（社会インフラ
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の整備による生活環境改善）に住民に裨益する社会インフラ整備を行う。 

 

（2）不安定・安定要因の特定 

1）不安定要因 

 前バクボ大統領の裁判、政府と FPI（Front Populaire Ivoirien：イボワール人民戦線）

の間の対話の行方など国レベルの政治動向が流動的である 

 コミューン内には旧体制派と現体制派間の緊張関係が持続している 

 若年無就業・就学者が政治的活動に動員される、自ら没入する、あるいは彼らがギ

ャングなどの反社会的活動に加わる可能性 

 騒乱後、地域によっては民族ごとの居住区が形成され始めている（支持政党につい

てもほぼ同一であることが多い） 

 

2）安定要因 

 首都における紛争は長期化しなかったため、市役所の機能は他の紛争影響国と比

較すると機能しつつある 

 開発計画策定を含めて、市役所は住民に対して首長及び仲介人を介して住民との関

係構築を図っている 

 コミューン内において、連携・協働、合意形成、和解に向けた社会メカニズムが存在

する 

 

（3）当該国における都市開発セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

コートジボワールでは、「社会的調和促進プログラム（2012 年-2015 年）」を策定し、本

事業は、このプログラムの 3 本柱のうち、平和の基盤確立及び脆弱層の社会･衛生状況

の改善に位置づけられる。 

 

（4）都市開発セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

コートジボワールが西アフリカ地域の発展に与える影響が極めて大きいことなどに鑑み、

我が国はコートジボワールの経済的発展を支えるための援助を重点に行っている。また

大統領選挙後の混乱を踏まえ、コートジボワール政府が最優先に取り組む国家の再建・

復興を支援していくことを我が国支援の基本方針としている。 

JICA は 2011 年 11 月の支援再開に伴い、混乱により疲弊･老朽化した大アビジャン圏

の都市機能改善のために｢大アビジャン圏インフラ改善プログラム｣（2012 年から 5 年間）

の実施を合意し、中･長期的な視点での経済成長けん引のための施策及び緊急的な復

興支援の双方からの支援を行うとしている。 

JICA は 当 該 分 野 に お い て、 「大 アビジ ャ ン圏 都 市 整 備 計 画 策 定 プロジ ェクト

（2013-2014）」（開発調査型技術協力）及び、「デジタル地形図作成プロジェクト(2013 年

開始予定)」（開発調査型技術協力）を実施している。 
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（5）他の援助機関の対応 

現時点では世界銀行（「都市インフラ緊急整備プロジェクト（PUIUR）」、「緊急若年層向

け雇用及び能力開発事業（PEJEDEC）」）が緊急的に都市部の社会インフラ施設のリハビ

リを行っている。2013 年 2 月時点ではフランス開発庁や EU がプロジェクトファインディング

を実施しており都市インフラ整備をコートジボワール政府と協議済もしくは協議中である

が、具体的な事業着手には及んでいない。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、アボボ・コミューン及びヨプゴン・コミューンにおいて社会インフラ

整備事業の計画及び実施に関わる手続きを確認し、事業計画の立案から実施までの

一連の流れをパイロット事業として行うことを通じて社会インフラ整備事業を実

施するための手法の整備することにより、紛争影響コミューンにおける住民の関係

強化を図り、もって紛争により影響を受けたコミューンにおける社会的統合の促進

に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

 アボボ・コミューン（およそ 200 万人、約 100 ㎞ 2）及びヨプゴン・コミューン（およそ 180 万

人、約 153 ㎞ 2） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

 アボボ市役所職員（約 160人）及びヨプゴン市役所職員（約 120人）、パイロット事業に参

画するアボボ・コミューン住民及びヨプゴン・コミューン住民 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 7 月～2016 年 6 月を予定（計 36 ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約 6.0 億円（予定） 

 

（6）相手国側実施機関 

 内務省地方分権化総局、アボボ市役所及びヨプゴン市役所 

 

(7)投入（インプット） 

1）日本側 

・日本人専門家派遣（93.0M/M 程度） 

 - 総括/コミュニティ開発 

 - 建築計画 

 - LBT(Labor Based Technology)/土木計画 
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 - 調達監理 

 - 施設維持管理（道路・排水） 

 - 施設維持管理（建物） 

 - 医療機器 

 - 積算 

 - ローカル・ガバナンス 

 - 安全管理 

 - 業務調整 

・供与機材 

 - 車輌 

 - オフィス機器 

・本邦研修（6 名×2 回） 

・パイロット事業経費・研修資機材費 

2）コートジボワール側 

・人員の配置 

 - 責任者 

 - 管理者 

 - プロジェクト・リーダー 

 - カウンターパート 

・執務スペース及び機材の提供 

・プロジェクト活動実施に要する便宜供与 

・プロジェクト運営費（光熱水道等） 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：Ｃ 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年 4 月制定）に揚げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地

域には該当せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

 

2)ジェンダー平等推進/貧困削減 

① 活動の政治利用への配慮 

2010 年の大統領選挙後の騒乱では、本事業対象２コミューン地区を中心に激しい戦

闘が続き、多くの国内避難民が発生した。現在、両コミューンで事業を実施している機

関は、事業運営上苦労している点として、活動の政治化（politicization）を揃ってあげて

いる。また市長の政治支持基盤への厚遇のリスクおよび裨益の偏在も現地関係者か

ら指摘されている。本プロジェクト対象コミューンでは、敵対していた元戦闘員を含む勢

力を依然、抱えており、一部では緊張関係が続いている。故に裨益対象から外れたこ

とによって支援が政治的に偏在していると捉えられるリスク、住民間で閉塞感を生み出
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すリスク（特に前大統領支持派が多く住む地域）、コミュニティの分断を深刻化させるリ

スクがある。 

 

② 若年層への雇用機会提供  

コートジボワールでは失業及び不完全雇用が大きな課題であり、中でもアビジャンの

若年層は深刻である。2012 年のアビジャンにおける失業率は 33.7％であり、このうち、

若者層（15-24 歳）では 41.0％であった。若年層が生産活動に従事できず、収入の機会

もないことは、経済・社会的課題であるのみならず、政治面・治安面での重大なリスクで

もある。中央政府ならびに多くの関係者は、若年無就業・就学者が政治的活動に動員

される、自ら没入する、あるいは彼らがギャングなどの反社会的活動に加わることを懸

念しており、本事業実施の際には社会的調和の促進の観点からも若年層への支援が

求められていることに留意する必要がある。 

 

 ③ パイロット事業対象地域から外すことによる負のインパクト及び政治利用への配慮 

対象コミューンにおいては、パイロット事業対象から外すことによって支援が政治的

に偏在していると捉えられるリスク（活動の政治化）又は政治利用による裨益偏在、こ

れによって住民間で閉塞感を生み出すリスク（特に前大統領支持派が多く住む地域）

やコミュニティの分断を深刻化させるリスクが指摘されている。こうした状況を回避する

ために、選定基準を満たした上で最終的に選定する際には、パイロット事業対象地域

を選定する際に対象から外すことによる負のインパクトを考慮する必要がある。特に、

支持政党とも大きく関係する民族間のバランス（地域によっては民族ごとの居住区もあ

る）、以前からコミューンに住んでいる住民と地方出身者間のバランス、が重要になると

考えられる。 

対策として、選定前の段階でのコミュニティの社会調査、本事業実施により住民・コミ

ュニティ間の関係悪化を避ける重要性を関係者と共有する、ライン省庁の巻き込みの

確保、といった措置を検討する。 

 

（9）関連する援助活動 

１)我が国の援助活動 

特になし。 

2）他ドナー等の援助活動 

世界銀行は、「都市インフラ緊急復興プロジェクト（PRICI）（2012-2016）」において、対

象 2 コミューンにおいて基礎インフラ改修事業を実施中であり、本プロジェクトで実施する

パイロット事業との地域的な連携が期待される。 

国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は、対象 2 コミューンにおいて国内帰還民フォロ

ーのための調査を実施予定であり、これらの調査結果については、本プロジェクトでコミュ

ーンの実態を把握するのに有効な情報となる。 
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４．協力の枠組み                                            

（1）協力概要 

1） 上位目標： 

紛争により影響を受けた対象コミューンにおいて社会的統合が促進される 

指標： 

指標 1. 対象コミューンにおいて、「安心して生活できる」と感じる住民が増加する 

指標 2. 対象コミューンにおいて、住民間及びコミュニティ間の協働活動・交流の数及び種

類が増加する 

指標 3. 「市役所が情報を開示し、公平な開発を行っている」と感じる住民が増加する 

 

2）プロジェクト目標： 

社会インフラ整備事業の実施を通じて紛争影響をうけた対象コミューンにおける住民の

関係が強化される 

指標： 

指標 1. パイロット事業実施地区において住民間の活動が活発化する 

1-1. ミーティング開催回数が増加する 

1-2. グループ活動の回数、種類が増加する 

1-3. 住民間の関係がよくなったと感じる住民が増加する 

指標 2. パイロット事業を通じて、市役所に対する信頼が醸成される 

2-1. 住民と対話する機会が増加する 

2-2. パイロット事業に関し、住民からの苦情（申入）が減少する 

2-3. 計画されたとおりにパイロット事業の支払いが行われる 

 

3）成果及び活動 

成果１：各コミューンにおける社会インフラ整備事業の計画及び実施制度の確認結果を

踏まえたパイロット事業が選定される 

指標 1-1 社会インフラ整備事業の計画及び実施制度がとりまとめられ、各市役所によっ

て確認される 

指標 1-2 パイロット事業選定基準の策定に係る住民説明が行われる 

指標 1-3 パイロット事業選定基準が策定される 

指標 1-4 選定されたパイロット事業の内容と役割を住民が理解する 

 

活動 1-1 R/D で合意されたクライテリアを確定する 

活動 1-2 クライテリアに基づいてパイロット事業を選定する 

活動 1-3 パイロット事業に同意し、パイロット事業について住民の理解とオーナーシップ

の醸成を図る 

 

成果 2：パイロット事業が計画に沿って実施され、適切に事業が監理される 

指標 2-1. 調達方針に基づいて住民が雇用される 
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指標 2-2. 契約書に沿って労働者に賃金支払いが行われる 

指標 2-3. 各市役所のカウンターパートがパイロット事業の現場視察を行う 

指標 2-4. 合同モニタリングの構成メンバーが各コミューンより適切に選定される 

指標 2-5. 合同モニタリングの結果が住民にフィードバックされる 

 

活動 2-1. 住民を活用したパイロット事業の実施計画を策定する 

活動 2-2. パイロット事業を発注する 

活動 2-3. パイロット事業を開始し、その進捗監理を行う 

活動 2-4. パイロット事業の関係者合同モニタリングを行う 

 

成果 3：市役所職員が社会インフラ整備事業を実施するための手法が整備される 

指標 3-1. 策定された研修計画に従って研修が実施される 

指標 3-2. 取りまとめられた教訓を各市役所のカウンターパート全員が理解する 

指標 3-3. 教訓を反映した社会インフラ整備事業プロポーザルがドナーに提出される 

 

活動 3-1. 社会インフラ整備事業の計画・実施・監理・維持管理支援を行う際に必要な研

修計画を策定する 

活動 3-2. 社会インフラ整備事業の計画・実施・監理・維持管理支援を行う際に必要とな

る研修を実施する 

活動 3-3. パイロット事業実施を通じて得られた教訓を取りまとめ、市役所内でセミナー等

を通じて共有する 

活動 3-4. 社会インフラ整備事業プロポーザルを市役所職員が作成する 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

① パイロット事業の選定 

選定クライテリアの設定パイロット事業の対象セクターは、学校、保健、道路の 3 セク

ターである。これらの状況は対象コミューン毎に異なっている。具体的なパイロット事業

の選定と合わせて、各コミューンの各セクターにどのように配分するか、十分に議論し、

その理由を明確にしておく必要がある。 

パイロット事業の選定にあたっては、選定クライテリアを策定し、プロジェクト開始後、

詳細調査及び重み付け等を行ったうえで、最終的に決定し、パイロット事業実施の際に

は住民のオーナーシップを醸成するための説明会も行う。以下は、現時点で先方と合

意された選定クライテリアの項目である。 

 ・パイロット事業の直接的効果 

 ・技術的実施可能性 

 ・雇用機会 

 ・社会的統合への寄与 

 ・コミューン住民の取り組み状況・参加意思 

 ・プロジェクトコスト 
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② コミュニティとしての意識の醸成 

社会統合を促進するためにはインフラを整備するだけでなく、地域住民にインフラが

コミュニティの財産であることなど、地域住民としての意識の醸成への働きかきかけが

重要である。 

 

 ③ プロジェクト活動を通じたベースライン・データ収集 

各指標のベースライン・データはプロジェクト活動を通じて収集する。本プロジェクト

の主要な活動はパイロット事業の実施であるが、具体的な場所、件数、実施方法は活

動の中で決められるものであり、現段階では未定である。これは紛争影響コミュニティ

において、計画を策定していくプロセスそのものが住民の社会統合を促進する過程と

位置付けられるためである。パイロット事業実施に必要な具体的な情報・体制はプロジ

ェクト活動の 1-1、1-2、2-1 を通じて段階的に確定・策定され、その際に指標に沿った

データを定量的及び定性的に収集する。 

 

 ④ 各成果とプロジェクト目標 

   本プロジェクトでは、プロジェクト目標達成のための成果が３つ計画されている。現行

の社会インフラ整備事業の計画・実施制度に沿ってパイロット事業を選定し（成果１）、

住民を活用して工事するパイロット事業について、プロジェクト・チームのみならず住民

代表も含めて実施・監理し（成果２）、今後の社会インフラ整備事業を進める上で必要

な一連のプロセスを取りまとめ関係者で共有する（成果３）という流れである。 

いずれの段階でも、コミュニティ及び行政の既存システムを活用し、住民間及び住民

と行政のコミュ二ケーションを促進させ、社会的統合を促すものである。またパイロット

事業には、住民が雇用・調達されるので、様々な背景・政治的志向をもつ住民が、地域

の資産である社会インフラを整備するなかでコミュニケーションが発生し、それにより相

互認識が進み、関係再構築に貢献できる可能性が高い。従って、各成果の達成は、住

民関係の強化という本プロジェクトの目的を達成すると見込まれる。 

 

（2）その他インパクト 

本案件を通じ、対象コミューンの不安定要因との関係で、以下の正のインパクトが期待

できる。 

 若年層の雇用機会提供 

 現存のコミューン間あるいは住民間の緊張関係の緩和およびコミュニティの再生 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                            

（1）事業実施のための前提 

・対象コミューンにおいて治安状態が急激に悪化しない。 

 対象コミューンには依然、敵対勢力間の緊張関係が存在していることから、まずは物理

的に日本人専門家がプロジェクト活動を実施できる程度の治安状態が維持される必要が
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ある。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・コミューン行政の所掌範囲が急激に変化しない。 

 現在、コートジボワールでは地方分権化が進められている。中央省庁の権限・機能が市

（コミューン）などの地方行政に移譲されつつあり、地方行政・地方自治制度が策定途上

である。本事業は、現行の行政制度に基づいて社会インフラ整備活動を計画していること

から、プロジェクト期間中、対応できる速度を超えて急激に現行の枠組みが変化しないこ

とが必要である。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・対象コミューンの社会政治状況が悪化しない。 

 既述のように、本事業は 2010 年の騒乱の影響を多分に抱えた地域において、現存のコ

ミューン間あるいは住民間の緊張関係の緩和を目指している。表立った治安状況は変化

せずとも、何らかの要因でコミューン間あるいは住民間に新たな緊張関係が発生する可

能性が認められることから、現在と同程度の社会政治状況が維持されること、悪化しない

ことが必要である。 

 併せて、本事業で実施するパイロット事業の対象/対象外となることによって、コミューン

の社会政治状況が悪化しないよう、パイロット事業の選定プロセスへの配慮が不可欠で

ある。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・コートジボワールにおいて、社会的統合促進を阻害する事象が発生しない。 

 これまでのコートジボワールにおける紛争では、国内のどこかで何らかの社会不安・武

力対立が発生すると、それがすぐにアビジャンや他の地域の治安の悪化につながってい

る。また現在、国際裁判所で元大統領の裁判が行われており、この行方には国内マスコ

ミから大変な関心がもたれている。このことから国内外で社会的統合を阻害する事象が

発生しないことが望まれる。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、コートジボワール国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合

致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

１）過去の類似案件の教訓：住民の共同作業による住民関係強化促進 

紛争影響地域で地域社会を再構築していくためには、住民の融和・関係の強化を促進す

ることが必要であることから、「ボスニア・ヘルツェゴビナ国スレブレニツァ地域における信

頼醸成のための農業・農村開発プロジェクト」では、プロジェクトで実施している各事業に

ついて、原則として両民族で構成することを要件とした組織を主な実施主体とした結果、
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対立関係にある住民が一つの作業に従事することで住民融和が促進されるという住民間

の信頼醸成に貢献した。 

 

２）本事業への活用 

紛争影響コミューンを対象とする本事業では、労働集約工法（Labor Based Technology, 

LBT）1を用いてパイロット事業を実施する。地域社会を再構築していくためには住民の融

和・関係の強化を促進することが必要であるという見地に基づき、より多くの住民が従事

できる LBT を選定したものである。住民が一緒に自分たちが使う社会インフラを作り、生

活環境をより良くしていくという作業を通じてコミュニケーションが促進され、また社会イン

フラ整備という体験を共有することによる共同意識や相互信頼感を醸成し、住民の融和・

関係強化が促進されることが期待される。 

 

８．今後の評価計画                                           

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

以 上 

                                                   
1労働集約工法：人力を主体とし、土のうや石積み、蛇籠など比較的簡易な技術と簡便な機材を活用した

小規模インフラ整備工法。 


